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Handbook for PhD students

PHD DEGREE REQUIREMENTS 

1. Passed all compulsory courses
2. Passed the half-time review
3. Passed examination of the literature and courses stated in the general study plan for
the subject and in the individual study plan, active participation in seminars and
conferences
4. Completed the portfolio

1.
2. Halftime review
3. A

B
4.

The norm for a compilation thesis is four articles and a summarising introduction 
(referred to as “kappa” in Swedish). Of these articles, at least two must be published or 
accepted for publication, with you as the lead author of at least one. A smaller number 
of articles can be acceptable in exceptional cases if the articles can be considered to be of 
very high quality, for example if they contain important methodological developments 
carried out by yourself. This should be made clear in the main supervisor’s statement.  
You must orally defend your thesis at a public defence. The public defence of the thesis 
can be refused if it is not of sufficiently high quality even if the thesis meets the 
quantative requirements. 
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PhD studies at the Faculty of Medicine include four or two years of full-time studies. 
Four years of full-time studies lead to a PhD degree (240 credits) and two years of full-
time studies lead to a Licentiate degree (120 credits).  

PhD

資料４

2



資料５

1



○名古屋大学放射線安全管理規程

(平成16年4月1日規程第81号)
改正 平成17年3月22日規程第353号 平成18年3月22日規程第117号(題名改正)

平成18年3月29日規程第148号 平成18年4月18日規程第4号

平成19年5月28日規程第14号 平成21年3月30日規程第92号

平成25年3月29日通則第3号 平成26年3月26日規程第125号

平成26年7月30日規程第17号

(目的)

第1条　この規程は，名古屋大学における核原料物質及び核燃料物質並びに放射性同位元素，放射線発生装置及

び放射線の発生を伴う装置等による放射線障害の発生を防止し，学内外の安全を確保することを目的とする

。

2　放射線障害の防止に関しては，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律(昭和32年法律第166

号)，放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律(昭和32年法律第167号。以下「放射線障害防止

法」という。)，労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)，作業環境測定法(昭和50年法律第28号)，医療法(昭

和23年法律第205号)等の関係法令に定めるもののほか，この規程の定めるところによる。

(放射線使用施設等)

第2条　この規程において，「放射線使用施設」とは，次に掲げるものをいう。

一　核原料物質及び核燃料物質を取り扱う施設

二　密封されていない放射性同位元素を取り扱う施設

三　密封された放射性同位元素等（第5号及び第6号に規定する機器を除く。）を取り扱う施設

四　放射線障害防止法第2条第4項及び医療法施行規則(昭和23年厚生省令第50号)第24条に規定する放射線発

生装置を取り扱う施設

五　放射線障害防止法第12条の5第2項に規定する表示付認証機器を取り扱う施設

六　放射線障害防止法第12条の5第3項に規定する表示付特定認証機器を取り扱う施設

七　電離放射線障害防止規則（昭和47年労働省令第32号）第2条第1項に規定する放射線を発生する装置又は

器具(第4号に規定する放射線発生装置を除く。)を取り扱う施設

(放射線使用施設等の新設，廃止及び変更)

第3条　放射線使用施設等を新設し，若しくは廃止し，又は次の各号のいずれかに該当する事項について変更し

ようとするときは，当該放射線使用施設等の所属する部局の長(以下「部局長」という。)は，あらかじめ，

原子力委員会の承認を得るものとする。

一　核原料物質及び核燃料物質又は放射性同位元素の種類及び数量

二　前条第4号に掲げる放射線発生装置の種類，台数及び性能

三　核原料物質及び核燃料物質又は放射性同位元素及び放射線発生装置の使用の目的及び方法

四　放射線使用施設等の位置及び構造（前条第5号から第7号までに規定する施設を除く。）

五　核原料物質及び核燃料物質又は放射性同位元素の貯蔵施設の位置，構造及び貯蔵能力

六　核原料物質及び核燃料物質又は放射性同位元素並びにそれらによって汚染された物の廃棄施設の位置，

構造及び性能

2　前条第5号に掲げる施設で使用する表示付認証機器の使用の目的及び方法並びに台数，同条第6号に掲げる施

設で使用する表示付特定認証機器の台数並びに同条第7号に掲げる施設で使用する放射線を発生する装置又は

器具の種類，台数及び性能を変更したときは，部局長は，所定の期間内に原子力委員会に届け出るものとす

る。

3　前項の「部局」とは，事務局，運営支援組織，学部，研究科，教養教育院，アジアサテライトキャンパス学

院，高等研究院，トランスフォーマティブ生命分子研究所，附置研究所，附属図書館，医学部附属病院，学

内共同教育研究施設等，地球水循環研究センター，情報基盤センター，総合保健体育科学センター，未来社

会創造機構及び監査室をいう。

(放射線取扱主任者等)

第4条　第2条第1号に掲げる施設に管理責任者，同条第2号から第4号までに掲げる施設に放射線取扱主任者，同

条第5号に掲げる施設に安全管理責任者，同条第6号に掲げる施設に管理担当者並びに同条第7号に掲げる施設

にエックス線取扱主任者及び管理区域ごとにエックス線作業主任者(ただし，装置内のみが管理区域でインタ

ーロックを備えた装置の場合は管理責任者)(以下「放射線取扱主任者等」という。)を置く。

2　放射線取扱主任者及びエックス線作業主任者は，部局長の推薦に基づき，総長が任命する。

(放射線取扱主任者等の職務)

第5条　放射線取扱主任者等は，部局長と協議の上，放射線使用施設等における放射線障害の発生の防止に関し

て監督を行う。

(放射線障害予防内規等)

第6条　部局長は，この規程に定めるもののほか，核燃料物質の使用等に関する規則(昭和32年総理府令第84号)

第2条の12第1項各号に掲げる事項，放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則(昭和35

年総理府令第56号)第21条第1項各号に掲げる事項，電離放射線障害防止規則第41条の3各号に掲げる事項，医

療法施行規則第4章第2節から第5節までに掲げる事項その他放射線障害の予防又は放射線使用施設の保安に関

して必要な事項を，内規等により定めるものとする。

2　部局長は，前項に規定する内規等を制定及び改廃する場合は，あらかじめ，原子力委員会の承認を得るもの
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とする。

3　部局長は，前2項により内規等を制定及び改廃した後，総長に報告するものとする。

(健康診断)

第7条　総長は，放射線業務従事者について健康診断を行い，職員に係る結果の記録を遅滞なく所轄する労働基

準監督署長に提出しなければならない。

2　前項に規定する健康診断は，職員については，名古屋大学安全衛生管理規程(平成16年度規程第80号)の定め

るところにより，学生については，総長が定める学生健康診断実施計画により行うものとする。

(作業環境測定)

第8条　総長は，労働安全衛生法が定める放射線業務を行う作業場について作業環境測定を行う。

(作業環境測定士)

第9条　前条の作業場に，作業環境測定を行うため，作業環境測定士を置く。

2　作業環境測定士は，作業場の作業環境測定をつかさどり，当該測定を行う者を監督する。

3　作業環境測定士は，総長が任命する。

(放射線障害を受けた者等に対する措置)

第10条　部局長は，放射線障害を受け，又は受けたおそれのある者に対し，医師又は放射線取扱主任者等の意

見に基づき，管理区域への立入時間の短縮，立入りの禁止，放射線に被ばくするおそれの少ない業務への配

置転換等必要な措置を講じなければならない。

(事故及び危険時の措置)

第11条　部局長は，次に掲げる事態が発生したときは，直ちに応急の措置を講ずるとともに，速やかに必要事

項を総長に報告しなければならない。

一　放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則第39条第1項各号に掲げる事項のいずれ

かに該当する事故が発生したとき。

二　地震，火災その他の災害のため放射線障害が発生し，又は発生するおそれのあるとき。

三　前号に定めるもののほか，放射線障害が発生し，又は発生するおそれのあるとき。

2　総長は，前項第1号の報告を受けたときは，その旨を直ちに文部科学大臣及び関係機関に報告するとともに

，その状況及びそれに対する処置を10日以内に文部科学大臣及び関係機関に報告しなければならない。

3　総長は，第1項第2号又は第3号の報告を受けたときは，遅滞なく文部科学大臣及び関係機関に届け出なけれ

ばならない。

(放射線業務従事者の義務)

第12条　放射線業務従事者は，放射線取扱主任者等が放射線障害予防のために行う命令又は指示に従わなけれ

ばならない。

(放射線取扱主任者等の勧告)

第13条　放射線取扱主任者等は，放射線業務従事者が，放射線障害防止のための業務に違反したと認めたとき

は，取扱いの制限又は中止その他必要な措置を講ずることについて，部局長に勧告することができる。

2　放射線取扱主任者等は，前項の勧告をしたときは，速やかに安全保障委員会又は核燃料物質管理委員会に連

絡するものとする。

(年次報告書の提出)

第14条　部局長は，毎年度の終わりに，その年度の放射線施設の実態報告書を，別に定める様式により作成し

，安全保障委員会又は核燃料物質管理委員会に報告しなければならない。

2　安全保障委員会及び核燃料物質管理委員会は，前項の報告をとりまとめ，意見を付して原子力委員会に報告

し，その承認を得た上，総長に報告しなければならない。

附　則

この規程は，平成16年4月1日から施行する。

附　則(平成17年3月22日規程第353号)

この規程は，平成17年4月1日から施行する。

附　則(平成18年3月22日規程第117号)

この規程は，平成18年4月1日から施行する。

附　則(平成18年3月29日規程第148号)

この規程は，平成18年4月1日から施行する。

附　則(平成18年4月18日規程第4号)

この規程は，平成18年4月18日から施行し，平成18年4月1日から適用する。

附　則(平成19年5月28日規程第14号)

この規程は，平成19年5月28日から施行し，平成19年4月1日から適用する。

附　則(平成21年3月30日規程第92号)

この規程は，平成21年4月1日から施行する。
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附　則(平成25年3月29日通則第3号)

この通則は，平成25年4月1日から施行する。

附　則(平成26年3月26日規程第125号)

この規程は，平成26年4月1日から施行する。

附　則(平成26年7月30日規程第17号)

この規程は，平成26年8月1日から施行する。
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○名古屋大学組換えDNA実験規程

(平成16年4月1日規程第82号)
改正 平成17年6月27日規程第11号 平成19年3月28日規程第106号

平成20年3月31日規程第117号 平成24年3月29日規程第105号

平成25年3月18日規程第75号 平成25年6月18日規程第11号

平成25年7月29日規程第20号 平成26年10月17日規程第29号

平成26年11月18日規程第35号

(目的)

第1条　この規程は，名古屋大学（以下「本学」という。）において組換えDNA実験（以下「実験」という。）

を計画し，実施する際の安全を確保するため，遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確

保に関する法律（平成15年6月18日法律第97号）並びに研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等

に当たって執るべき拡散防止措置等を定める省令（平成16年1月29日文部科学省・環境省令第1号）及び研究

開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等を定める省令の規定に

基づき認定宿主ベクター系等を定める件（平成16年1月29日文部科学省告示第7号）（以下「法律等」という

。）に基づき，必要な事項を定めることを目的とする。

(総長の責務)

第2条　総長は，本学における実験に係る安全確保に関し総括管理する。

(安全委員会)

第3条　本学に，名古屋大学組換えDNA実験安全委員会(以下「安全委員会」という。)を置く。

2　安全委員会は，総長の諮問に応じ，次に掲げる事項について審議し，及びこれらに関して総長に助言又は勧

告するものとする。

一　実験に関する規程等の立案に関する事項

二　法律等に対する実験計画の適合性に関する基本的事項

三　実験に係る教育訓練及び健康管理に関する基本的事項

四　事故発生の際の必要な処置及び改善策に関する基本的事項

五　その他実験の安全確保に関する重要事項

(委員)

第4条　安全委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。

一　大学院文学研究科，大学院教育発達科学研究科，大学院法学研究科及び大学院経済学研究科の教授又は

准教授のうちから1名

二　大学院理学研究科，大学院医学系研究科，大学院工学研究科，大学院生命農学研究科，大学院環境学研

究科，大学院情報科学研究科，大学院創薬科学研究科，環境医学研究所，アイソトープ総合センター，遺

伝子実験施設，生物機能開発利用研究センター及び動物実験支援センターの教授又は准教授各1名

三　安全主任者

四　総合保健体育科学センター保健管理室長

五　研究協力部長

六　その他安全委員会が適当と認めた者

2　前項第1号，第2号，第3号及び第6号の委員は，総長が任命する。

(任期)

第5条　前条第2項の委員の任期は，2年とし，再任を妨げない。

2　前項の委員に欠員を生じたときは，その都度補充する。この場合における委員の任期は，前任者の残任期間

とする。

(委員長)

第6条　安全委員会に，委員長を置く。

2　委員長は，委員の互選による。

3　委員長は，安全委員会を招集し，その議長となる。ただし，委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長

が指名した委員が議長となる。

(定足数及び議決)

第7条　会議は，委員の過半数の出席によって成立する。

2　議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。

(意見の聴取)

第8条　安全委員会が必要と認めるときは，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴くことができる。

(庶務)

第9条　安全委員会の庶務は，研究協力部研究支援課において処理する。

(部局の長)

第10条　部局の長は，当該部局における実験の安全確保に関し必要な事項を処理する。

(部局委員会)

第11条　実験を行う部局に，部局組換えDNA実験安全委員会(以下「部局委員会」という。)を置く。

2　部局委員会は，部局の長の諮問に応じ，法律等及びこの規程に対する実験計画の適合性について審査するほ

か，次に掲げる事項について調査・審議する。

一　実験室又は実験区域(以下「実験室等」という。)及び実験設備に関する事項

資料７

1



二　実験試料の取扱いに関する事項

三　実験の記録及びその保存に関する事項

四　実験に係る教育訓練及び健康管理に関する事項

五　事故発生の際の必要な処置及び改善策に関する事項

六　その他実験の安全確保に関する事項

第12条　部局委員会の組織及び運営に関し必要な事項については，部局の長が定める。

2　部局の長は，前項の事項を定め，又は変更したときは，総長に報告しなければならない。

(安全主任者)

第13条　実験を行う部局の長は，その補佐機関として安全主任者を1名以上置かなければならない。

2　安全主任者は，次に掲げる業務を行う。

一　実験が法律等及びこの規程に従って適正に遂行されていることの確認

二　実験責任者に対する助言

三　その他実験の安全確保に関する必要な事項の処理

(実験責任者)

第14条　実験を実施しようとするときは，実験計画ごとに，当該実験に従事する者のうちから実験責任者を定

めなければならない。

2　実験責任者は，安全主任者との連絡の下に，次に掲げる業務を行う。

一　実験計画の立案

二　実験の適切な管理及び監督

三　実験従事者に対する教育訓練

四　実験に係る記録の作成及び保存

五　その他実験の安全確認に関する事項

(審査手続等)

第15条　実験責任者は，実験を行う場合は，様式1及び様式1の2に定めるところにより，あらかじめ部局の長に

申請しなければならない。実験計画を変更しようとする場合も同様とする。ただし，実験従事者の変更のみ

の場合は，様式1の3を届出することにより，実験計画の変更に代えることができる。

第16条　部局の長は，前条の規定により申請があった実験計画(実験計画の変更を含む。次条において同じ。)

が法律等において拡散防止措置が定められていない実験(大臣確認実験)の場合には，部局委員会の審査を経

て，当該実験計画について，総長を経由して，文部科学大臣の確認を求めなければならない。

第17条　部局の長は，第15条の規定により申請があった実験計画が法律等において拡散防止措置が定められて

いる実験(機関実験)である場合には，部局委員会の審査を経て，当該実験計画を承認することができる。

2　部局の長は，前項の規定により実験計画を承認した場合は，速やかに総長に報告しなければならない。

(実験の終了又は中止)

第18条　実験責任者は，実験が終了し，又は実験を中止した場合は，様式2に定めるところにより，速やかに部

局の長に報告しなければならない。

(審査基準)

第19条　部局委員会における実験計画の審査は，次に掲げる事項について，法律等に対する適合性に関し調査

・検討することにより行う。

一　封じ込め方法

二　実験室等及び実験設備

三　実験責任者及び実験従事者の知識及び技術

四　その他部局委員会が必要と認める事項

(実験室等及び実験設備の管理及び保全)

第20条　部局の長は，実験室等及び実験設備を法律等の定める物理的封じ込めのレベルに従って設置し，その

管理及び保全に努めなければならない。

(実験試料の取扱い等)

第21条　実験従事者は，実験試料の取扱い(組換え体の保管及び運搬を含む。)その他実験の実施に当たっては

，法律等及びこの規程を遵守し，実験の安全確保に努めなければならない。

(情報の提供)

第22条　実験責任者は，遺伝子組換え生物等を譲渡し，若しくは提供し，又は委託して使用等をさせようとす

る場合は，様式3により相手方に情報を提供するとともに，部局の長あてに報告しなければならない。また，

遺伝子組換え生物等を譲り受けて，若しくは提供を受け，又は受託して実験を行う場合は，実験計画と共に

様式3により部局の長あてに提出しなければならない。

(教育訓練)

第23条　部局の長は，実験開始前に実験従事者に対し，法律等及びこの規程を熟知させるとともに，実験に必

要な教育訓練を行わなければならない。

(機密保持義務)

第24条　実験従事者，部局委員会委員，安全委員会委員等，組換えDNA実験に関係する者は，実験又は審査で知

り得た秘密を漏らしてはならない。

2　部局委員会委員及び安全委員会委員は，審査対象実験が自己の研究と極めて密接な関連があり，客観的にも

適切と判断される場合は，同審査を辞退することができる。
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(健康管理)

第25条　総長は，実験従事者の健康診断を行う。

2　前項に規定する健康診断は，職員については名古屋大学安全衛生管理規程(平成16年度規程第80号)の定める

ところにより，学生については総長が定める学生健康診断実施計画により行うものとする。

(緊急時の措置)

第26条　部局の長は，実験室等において，事故若しくは地震，火災その他の災害のため生物災害が発生し，又

は発生するおそれがある場合には，直ちに適切な措置を講じなければならない。

2　部局の長は，前項の規定に該当する場合は，その概要，講じた措置等を速やかに総長に報告しなければなら

ない。

(雑則)

第27条　この規程の実施に関し必要な事項は，総長が定める。

附　則

この規程は，平成16年4月1日から施行する。

附　則(平成17年6月27日規程第11号)

この規程は，平成17年6月27日から施行する。

附　則(平成19年3月28日規程第106号)

この規程は，平成19年4月1日から施行する。

附　則(平成20年3月31日規程第117号)

この規程は，平成20年4月1日から施行する。

附　則(平成24年3月29日規程第105号)

この規程は，平成24年4月1日から施行する。

附　則(平成25年3月18日規程第75号)

この規程は，平成25年3月18日から施行する。

附　則(平成25年6月18日規程第11号)

この規程は，平成25年7月1日から施行する。

附　則(平成25年7月29日規程第20号)

この規程は，平成25年7月29日から施行する。

附　則(平成26年10月17日規程第29号)

この規程は，平成26年10月17日から施行する。

附　則(平成26年11月18日規程第35号)

この規程は，平成26年11月18日から施行する。

様式1
組換えDNA実験計画書（新規•変更）

[別紙参照]

様式1の2
組換えDNA実験室設置（新規・変更・中止）申請書

[別紙参照]

様式1の3
組換えDNA実験従事者変更届

[別紙参照]

様式2
組換えDNA実験終了（中止）報告書

[別紙参照]

様式3
遺伝子組換え生物等の譲渡等（譲渡，提供及び委託）に係る情報の提供に関する調書

[別紙参照]
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○名古屋大学における動物実験等に関する取扱規程

(平成19年3月12日規程第71号)
改正 平成19年3月28日規程第106号 平成20年3月31日規程第117号

平成22年3月16日規程第43号 平成24年3月21日規程第89号

平成25年6月18日規程第10号 平成26年3月26日規程第125号

(目的)

第1条　この規程は，名古屋大学（以下「本学」という。）における動物実験等を適正，かつ，安全に実施する

ため，動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号。以下「動物愛護法」という。），実験動物

の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準（平成１8年環境省告示第88号。以下「飼養保管基準」という

。），研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（平成18年文部科学省告示第71号。以下「基

本指針」という。）及び動物実験の適正な実施に向けたガイドライン（平成18年日本学術会議策定）に基づ

き，動物実験等に係る必要な事項を定めることを目的とする。

(基本原則)

第2条　動物実験等を行う者は，動物愛護法及び飼養保管基準を遵守し，動物実験等の原則である代替法の利用

（科学上の利用の目的を達することができる範囲において，できる限り動物を供する方法に代わり得るもの

を利用することをいう。），使用数の削減（科学上の利用の目的を達することができる範囲において，でき

る限りその利用に供される動物の数を少なくすること等により実験動物を適切に利用することに配慮するこ

とをいう。）及び苦痛の軽減（科学上の利用に必要な限度において，できる限り動物に苦痛を与えない方法

によって動物実験等を実施しなければならないことをいう。）の3R(Replacement，Reduction及びRefinement

のことをいう。)に基づき，適正に実施しなければならない。

2　本学において動物実験等を実施する場合は，動物愛護法，飼養保管基準，基本指針，動物の殺処分方法に関

する指針（平成7年総理府告示第40号）その他法令等の規定によるほか，この規程の定めるところによる。

(定義)

第3条　この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号の定めるところによる。

一　動物実験等　本条第5号に規定する実験動物を教育，試験研究，生物学的製剤の製造の用その他科学上の

利用に供することをいう。

二　飼養保管施設　実験動物を恒常的に飼養，保管若しくは動物実験等を行う施設又は設備をいう。

三　実験室　実験動物に実験操作（実験動物の48時間以内の一時的な保管を含む。）を行う動物実験室をい

う。

四　施設等　飼養保管施設及び実験室をいう。

五　実験動物　動物実験等の利用に供するため，施設等で飼養若しくは保管している哺乳類，鳥類又は爬虫

類に属する動物（施設等に導入するために輸送中のものを含む。）をいう。

六　動物実験計画　動物実験等の実施に関する計画をいう。

七　動物実験実施者　動物実験等を実施する者をいう。

八　動物実験責任者　動物実験実施者のうち，動物実験等の実施に関する業務を統括する者をいう。

九　管理者　総長の委任を受けて，実験動物及び施設等を総括的に管理する者（例えば動物実験施設長，講

座の長等）をいう。

十　　実験動物管理者　管理者を補佐し，実験動物に関する知識及び経験を有する実験動物の管理を担当す

る者をいう。

十一　飼養者　実験動物管理者又は動物実験実施者の下で，実験動物の飼養又は保管に従事する者をいう。

十二　管理者等　総長，部局の長，管理者，実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者をいう。

十三　指針等　動物実験等に関して行政機関が定める基本的な指針及びガイドラインをいう。

(適用範囲)

第4条　この規程は，本学において実施される哺乳類，鳥類及び爬虫類の生体を用いる全ての動物実験等に適用

する。

2　動物実験責任者は，動物実験等の実施を外部機関への委託等により行う場合には，当該委託先においても，

動物愛護法，飼養保管基準，指針等（以下「関係法令等」という。）に基づき，動物実験等が適正に実施さ

れることを確認しなければならない。

(総長の責務)

第5条　総長は，本学における適正な動物実験等の実施に関し総括管理する。

(動物実験委員会)

第6条　本学に，動物実験計画の承認，実施状況及び結果の把握，飼養保管施設及び実験室の設置の承認，教育

訓練，自己点検・評価，情報公開その他動物実験等の適正な実施に関して報告又は助言を行う組織として，

名古屋大学動物実験委員会（以下「委員会」という。）を置く。

(委員会の任務)

第7条　委員会は，総長の諮問に応じ，次に掲げる事項について審議又は調査し，これらに関して総長に報告又

は助言する。

一　動物実験計画の関係法令等及びこの規程への適合に関すること。

二　動物実験計画の実施の状況及び結果に関すること。

三　施設等及び実験動物の飼養保管状況に関すること。
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四　動物実験等及び実験動物の適正な取扱い並びに関係法令等に関する教育訓練の内容又は体制に関するこ

と。

五　動物実験等に係る自己点検・評価に関すること。

六　その他動物実験等の適正な実施に関すること。

2　前項に定めるもののほか，委員会は，第16条に規定する部局委員会に対し，必要な指導又は助言を行うこと

ができる。

3　委員会は，動物実験計画が適切に実施されていないと認めた場合は，実験の中止その他必要な措置について

総長に助言することができる。

4　委員会は，東山地区における動物実験等を適正かつ安全に実施するため，東山地区における動物実験等に関

する委員会の任務を動物実験支援センターに委託することができる。

(委員会の組織)

第8条　委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。

一　大学院理学研究科，大学院医学系研究科（鶴舞地区），大学院医学系研究科（大幸地区），大学院工学

研究科，大学院生命農学研究科，大学院環境学研究科，大学院創薬科学研究科，環境医学研究所，医学部

附属病院，アイソトープ総合センター，生物機能開発利用研究センター，細胞生理学研究センター，動物

実験支援センター及び総合保健体育科学センターの教授，准教授又は講師各1名

二　大学院文学研究科，大学院教育発達科学研究科，大学院法学研究科及び大学院経済学研究科の教授，准

教授又は講師のうちから1名

三　その他本学の大学教員で総長が必要と認めた者

2　前項各号の委員は総長が任命する。

(委員の任期)

第9条　委員の任期は，2年とする。ただし，再任を妨げない。

2　委員に欠員を生じたときは，その都度補充する。この場合における委員の任期は，前任者の残任期間とする

。

(委員長)

第10条　委員会に，委員長を置き，委員のうちから互選する。

2　委員長は，委員会を招集し，その議長となる。

(副委員長)

第11条　委員会に，副委員長を置き，委員長が指名する者をもって充てる。

2　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代行する。

(定足数)

第12条　委員会は，委員の過半数によって成立する。

2　議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。

(意見の聴取)

第13条　委員会が必要と認めたときは，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴くことができる。

(庶務)

第14条　委員会の庶務は，研究協力部研究支援課において処理する。

(部局の長の責務)

第15条　部局の長は，当該部局における適正な動物実験等の実施に関し必要な事項を処理する。

(部局委員会)

第16条　動物実験等を行う部局に，部局動物実験委員会（以下「部局委員会」という，）を置く。

2　部局委員会は，部局の長の諮問に応じ，次に掲げる事項を審議又は調査し，これらに関して部局の長に報告

又は助言する。

一　動物実験計画の関係法令等及びこの規程への適合に関すること。

二　動物実験計画の実施の状況及び結果に関すること。

三　施設等及び実験動物の飼養保管状況に関すること。

四　動物実験等及び実験動物の適正な取扱い並びに関係法令等に関する教育訓練の内容又は体制に関するこ

と。

五　動物実験等に係る自己点検・評価に関すること。

六　その他動物実験等の適正な実施に関すること。

3　第1項の規定にかかわらず，各部局のうち，動物実験等に係る組織体制の都合により部局委員会の設置が困

難な部局については，委員会が代わってその責務を負うものとする。

第17条　部局委員会は，委員の過半数によって成立する。

2　部局委員会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。

第18条　部局委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，部局の長が定める。この場合において，部局委員会

の委員には，動物実験等又は実験動物に関して優れた識見を有する当該部局の教授又は准教授を含めなけれ

ばならない。

2　部局の長は，前項の事項を定め又は変更したときは，遅滞なく総長に報告しなければならない。

(部局の長の承認)

第19条　部局の長は，申請があった動物実験計画について支障がないと認めたときは，部局委員会の審査を経

て，これを承認することができる。
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2　部局の長は，前項の規定により動物実験計画を承認した場合は，第21条に規定する動物実験計画書の写しを

速やかに総長に提出しなければならない。

(委員の除斥)

第20条　第12条第1項及び第17条第1項の規定にかかわらず，委員会（部局委員会を含む。）の委員は，自らが

動物実験責任者となる動物実験計画の承認に係る審議においては，議決権を行使することができない。この

場合において，当該委員は第12条第2項及び第17条第2項の出席者の母数に算入しない。

(動物実験計画書)

第21条　動物実験責任者は，動物実験等を行う場合は，当該実験等により取得されるデータの信頼性を確保す

るため，次に掲げる事項を踏まえて動物実験計画を立案の上，動物実験計画書（別記様式第1号）を作成し，

部局の長に提出しなければならない。

一　動物実験等に係る研究の目的，意義及び必要性に関すること。

二　代替法の利用を考慮した実験動物の適切な利用に関すること。

三　動物実験等の目的に適した実験動物種の選定，動物実験成績の精度，再現性を左右する実験動物の数，

遺伝学的及び微生物学的品質並びに飼養条件を考慮した実験動物の使用数削減に関すること。

四　苦痛の軽減による動物実験等の適切な実施に関すること。

五　苦痛度の高い動物実験等（致死的な毒性試験，感染実験，放射線照射実験等をいう。）を行う場合にお

ける動物実験等を計画する段階での人道的エンドポイント（実験動物を激しい苦痛から解放するための実

験を打ち切るタイミングをいう。以下同じ。）に関すること。

2　部局の長は，前項により動物実験計画書の提出があったときは，部局委員会の審査を経て，承認を与えるか

否かの決定を行い，その結果を当該動物実験責任者に通知しなければならない。

3　動物実験責任者は，動物実験計画について部局の長の承認を得た後でなければ，動物実験等を行うことがで

きない。

4　動物実験責任者は，動物実験等の開始後において，当該実験の計画の内容を変更又は追加する必要がある場

合は，動物実験計画（変更・追加）承認申請書（別記様式第2号）を提出し，部局の長の承認を得なければな

らない。

5　動物実験責任者は，動物実験計画を終了又は中止する場合は，動物実験（終了・中止）報告書（別記様式第

3号）を提出し，部局の長に報告しなければならない。

6　動物実験責任者は，動物実験計画を実施した場合は，動物実験結果報告書（別記様式第4号）を提出し，使

用動物数，計画の変更の有無，成果等について部局の長に報告しなければならない。

7　部局の長は，第5項の動物実験（終了・中止）報告書又は前項の動物実験結果報告書の提出があった場合は

，その写しを速やかに総長に提出しなければならない。

(動物実験の中止命令)

第22条　総長は，委員会の助言に基づき，動物実験が適正に実施されていないと認めた場合は，当該動物実験

を実施する部局の長に対して，当該動物実験の中止等を命ずることができる。

2　部局の長は，動物実験計画に基づき実施中の動物実験について，不測の事態等の発生により当該実験を直ち

に中止する必要があると認めた場合は，前項の規定にかかわらず，当該実験の中止を命ずることができる。

この場合において，部局の長は，中止を命じた理由を速やかに総長に報告しなければならない。

(遵守事項)

第23条　動物実験実施者は，動物実験等の実施に当たって，関係法令等及びこの規程のほか次に掲げる事項を

遵守しなければならない。

一　適切に維持管理された施設等において動物実験等を行うこと。

二　動物実験計画書に記載された事項及び次のイからニまでに掲げる事項を遵守すること。

イ　適切な麻酔薬，鎮痛薬等の利用

ロ　実験の終了時期（人道的エンドポイントを含む。）への配慮

ハ　適切な実験後及び手術後の管理

ニ　適切な安楽死の選択

三　安全管理に注意を払う必要のある実験（物理的・化学的に危険な材料，病原体，遺伝子組換え動物等を

用いる実験をいう。）を行う場合は，関係法令，本学の関連規程等を遵守するとともに，安全のための適

切な施設及び設備を確保すること。

四　実験を実施する前に必要な実験手技等の習得に努めること。

五　実験動物に侵襲性の高い大規模な存命手術を行う場合は，手術経験等が豊富な指導者の下で行うこと。

(飼養保管施設の設置等)

第24条　飼養保管施設を設置する場合は，管理者は飼養保管施設設置承認申請書（別記様式第5号）を提出し，

部局の長の承認を得なければならない。

2　部局の長は，申請のあった飼養保管施設について部局委員会に調査させるとともに，その調査結果及び助言

に基づき承認を与えるか否かを決定するものとする。

3　飼養保管施設の管理者は，部局の長の承認を得た飼養保管施設でなければ，当該飼養保管施設での実験動物

の飼養，保管又は動物実験等に係る利用を行うことができない。

4　飼養保管施設の管理者は，飼養保管施設の設置後，当該施設の設置承認申請書の内容を変更又は追加する場

合は，飼養保管施設・動物実験室（変更・追加）承認申請書（別記様式第7号。以下「変更・追加申請書」と

いう。）を提出し，部局の長の承認を得なければならない。
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(飼養保管施設の基準)

第25条　飼養保管施設は，次に掲げる基準を満たさなければならない。

一　適切な温度，湿度，換気，明るさ等を保つことができる構造等であること。

二　動物種，飼養保管数等に応じた飼育設備を有すること。

三　床，内壁等について清掃，消毒等が容易な構造で，器材の洗浄，消毒等を行う衛生設備を有すること。

四　実験動物が逸走しない構造及び強度を有すること。

五　臭気，騒音，廃棄物等による周辺環境への悪影響を防止する措置がとられていること。

六　実験動物管理者が置かれていること。

(実験室の設置等)

第26条　飼養保管施設以外に実験室を設置する場合は，管理者は動物実験室設置承認申請書（別記様式第6号）

を提出し，部局の長の承認を得なければならない。

2　部局の長は，申請のあった実験室について部局委員会に調査させるとともに，その調査結果及び助言に基づ

き承認を与えるか否かを決定するものとする。

3　実験室の管理者は，部局の長の承認を得た実験室でなければ，当該実験室での動物実験等（実験動物の48時

間以内の一時的な保管を含む。）を行うことができない。

4　実験室の管理者は，実験室の設置後，当該施設の設置承認申請書の内容を変更又は追加する場合は，変更・

追加申請書を提出し，部局の長の承認を得なければならない。

(実験室の基準)

第27条　実験室は，次に掲げる基準を満たさなければならない。

一　実験動物が逸走しない構造及び強度を有し，かつ，実験動物が室内で逸走しても捕獲しやすい環境が維

持されていること。

二　排泄物，血液等による汚染に対して清掃，消毒等が容易な構造であること。

三　常に清潔な状態が保たれ，臭気，騒音，廃棄物等による周辺環境への悪影響を防止する措置がとられて

いること。

(施設等の維持管理)

第28条　管理者は，実験動物の適正な管理並びに動物実験等の遂行に必要な施設等の維持管理及び改善に努め

なければならない。

(施設等の廃止)

第29条　施設等を廃止する場合は，管理者は飼養保管施設・動物実験室廃止届（別記様式第8号）により部局の

長に届け出なければならない。

2　管理者は，施設等を廃止する場合は，必要に応じて，動物実験責任者と協力し，当該施設等で飼養保管中の

実験動物を他の飼養保管施設に譲り渡すよう努めるものとする。

(飼養保管マニュアルの作成及び周知)

第30条　管理者及び実験動物管理者は，実験動物に係る飼養保管のマニュアルを定めるとともに，動物実験実

施者及び飼養者に周知するものとする。

(実験動物の健康及び安全の保持)

第31条　実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者並びに管理者は，飼養保管基準を遵守するとともに，実

験動物の健康及び安全の保持に努めなければならない。

(実験動物の導入)

第32条　管理者等は，実験動物を導入するときは，関係法令等に基づき適正に管理されている機関から導入し

なければならない。

2　実験動物管理者は，実験動物を導入するときは，適切な検疫，隔離飼育等を行い，実験動物の飼養環境への

順化・順応を図るための必要な措置を講じなければならない。

(給餌及び給水)

第33条　実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，実験動物の生理，生態，習性等に応じて，適切な給

餌及び給水を行わなければならない。

(健康管理)

第34条　実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，実験動物の実験目的以外の傷害及び疾病を予防する

ため，必要な健康管理を行わなければならない。

2　実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，実験動物が実験目的以外の傷害や疾病にかかった場合は，

適切な治療等を行わなければならない。

(異種又は複数動物の飼育)

第35条　実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，異種又は複数の実験動物を同一施設内で飼養又は保

管する場合は，その組み合わせを考慮した収容を行わなければならない。

(記録の保管及び報告)

第36条　管理者等は，実験動物の入手先，飼育履歴，病歴等に関する記録を整備し，5年間保存しなければなら

ない。

2　管理者は，年度ごとに飼養保管した実験動物の種類，数等について，部局の長に報告するものとする。

(譲渡時の情報提供)

第37条　管理者等は，実験動物を譲渡する場合は，その特性，飼養保管の方法，感染性疾病等に関する情報を

譲渡先に提供しなければならない。
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(輸送)

第38条　管理者等は，実験動物を輸送する場合は，飼養保管基準を遵守するとともに，実験動物の健康及び安

全の確保並びに人への危害防止に努めなければならない。

(危害防止)

第39条　管理者は，実験動物が施設等の外に逸走した場合におけるその捕獲の方法等をあらかじめ定めておか

なければならない。

2　管理者は，人に危害を加える等の恐れのある実験動物が施設等の外に逸走した場合には，速やかに関係機関

へ連絡しなければならない。

3　管理者は，実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者に係る実験動物由来の感染症，実験動物による咬傷

等の羅患又は羅災に対して，予防及び発生時の必要な措置を講じなければならない。

4　管理者は，毒へび等の有毒動物を飼養又は保管をする場合にあっては，人への危害の発生を防止するため，

飼養保管基準に基づく必要な事項を別に定めなければならない。

5　管理者は，実験動物の飼養又は動物実験等の実施に関係のない者が実験動物等に接触することがないよう，

必要な措置を講じなければならない。

(緊急時の対応)

第40条　管理者は，地震，火災等の緊急時に執るべき措置の計画をあらかじめ作成するとともに，関係者に周

知するものとする。

2　管理者は，緊急事態の発生時において，実験動物の保護及び実験動物の逸走による危害防止に努めなければ

ならない。

(教育訓練)

第41条　実験動物管理者，動物実験実施者及び飼養者は，次に掲げる事項に関する所定の教育訓練を受けなけ

ればならない。

一　関係法令等，本学の定める規程等に関する事項

二　動物実験等の方法に関する基本的な事項

三　実験動物の飼養保管に関する基本的な事項

四　動物実験等，実験動物，施設等に係る安全確保及び安全管理に関する事項

五　その他適切な動物実験等の実施に関する事項

2　教育訓練は，委員会が実施し，委員会は，教育訓練の実施日，教育内容，講師及び受講者名に係る記録を作

成し，5年間保存しなければならない。

(自己点検・評価及び外部評価)

第42条　委員会は，動物実験等の実施状況等に関する自己点検・評価を実施したときは，その結果を総長に報

告しなければならない。

2　委員会は，管理者，動物実験責任者，実験動物管理者，動物実験実施者等に，自己点検・評価を実施するた

め，関係資料を提出させることができる。

3　総長は，自己点検・評価の結果について，外部評価を実施するよう努めなければならない。

(情報公開)

第43条　総長は，本学における動物実験等に関する情報（動物実験等に関する諸規則，実験動物の飼養保管状

況，自己点検・評価，外部評価の結果等の公開方法等をいう。）を毎年1回公表するものとする。

(守秘義務)

第44条　管理者等，委員会（部局委員会を含む。）の委員及び動物実験等に関する業務に従事する職員は，職

務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

(準用)

第45条　第3条第5号に規定する実験動物以外の動物を使用する動物実験等については，飼養保管基準の趣旨に

沿って実施するよう努めなければならない。

(適用除外)

第46条　この規程は，畜産に関する飼養管理の教育若しくは試験研究又は畜産に関する育種改良を目的とした

実験動物（一般に産業用家畜と見なされる動物種に限る。）の飼養又は保管及び生態の観察を行うことを目

的とした実験動物の飼養又は保管には適用しない。

(雑則)

第47条　この規程に定めるもののほか，動物実験に関し必要な事項は，総長が別に定める。

附　則

1　この規程は，平成19年3月12日から施行する。

2　名古屋大学動物実験指針（平成16年度指針第1号）及び名古屋大学動物実験委員会規程（平成16年度規程第1

9号。以下「委員会規程」という。）は，廃止する。

3　この規程の施行の際現に委員会規程第2条第1号及び第2号の委員（以下「旧委員」という。）である者は，

引き続き第8条第1項第1号及び第2号の委員（以下「新委員」という。）となるものとする。この場合におい

て，新委員の任期は，第9条第1項の規定にかかわらず，旧委員の任期を引き継ぐものとする。

附　則(平成19年3月28日規程第106号)

この規程は，平成19年4月1日から施行する。
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附　則(平成20年3月31日規程第117号)

この規程は，平成20年4月1日から施行する。

附　則(平成22年3月16日規程第43号)

この規程は，平成22年4月1日から施行する。

附　則(平成24年3月21日規程第89号)

この規程は，平成24年4月1日から施行する。

附　則(平成25年6月18日規程第10号)

この規程は，平成25年7月1日から施行する。

附　則(平成26年3月26日規程第125号)

この規程は，平成26年4月1日から施行する。

別記様式第1号(第21条第1項関係)
動物実験計画書

[別紙参照]

別記様式第2号(第21条第4項関係)
動物実験計画（変更・追加）承認申請書

[別紙参照]

別記様式第3号(第21条第5項関係)
動物実験（終了・中止）報告書

[別紙参照]

別記様式第4号(第21条第6項関係)
動物実験結果報告書

[別紙参照]

別記様式第5号(第24条第1項関係)
飼養保管施設設置承認申請書

[別紙参照]

別記様式第6号(第26条第1項関係)
動物実験室設置承認申請書

[別紙参照]

別記様式第7号(第24条第4項及び第26条第4項関係)
飼養保管施設・動物実験室（変更・追加）承認申請書

[別紙参照]

別記様式第8号(第29条第1項関係)
飼養保管施設・動物実験室廃止届

[別紙参照]
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○名古屋大学研究用微生物安全管理規程

(平成20年3月24日規程第107号)
改正 平成25年5月13日規程第5号

目次
第1章　総則(第1条・第2条)

第2章　安全管理体制(第3条－第19条)

第3章　健康管理(第20条－第25条)

第4章　雑則(第26条)

附則

第1章　総則

(目的)

第1条　この規程は，名古屋大学（以下「本学」という。）の実験室等において取り扱う研究用微生物の安全管

理に関し必要な事項を定め，もって本学における研究用微生物による汚染を防止し，その適正な管理を図る

ことを目的とする。

(定義)

第2条　この規程において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところによる。

一　微生物安全管理マニュアル　大学等における研究用微生物安全管理マニュアル（平成10年学術審議会特

定研究領域推進分科会バイオサイエンス部会策定）をいう。

二　微生物　細菌，真菌，ウイルス，原虫及び寄生虫をいう。

三　病原性　微生物が何らかの機構により，人若しくは動物又は植物に危害を及ぼすことをいう。

四　指定実験室　微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物を用いて実験を行う

室をいう。

五　微生物管理区域（以下「管理区域」という。）　微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及び

レベル4の微生物の安全管理に必要な指定実験室その他の室を含む特定の区域をいう。

六　職員等　本学の職員及び学生並びに他機関から受け入れた研究員等で，この規程に従い職務上又は教育

研究上研究用微生物を取り扱う者をいう。

七　法令等　微生物安全管理マニュアル第3条に定める法律等をいう。

第2章　安全管理体制

(総長の責務)

第3条　総長は，本学における研究用微生物の安全管理に関する事務を総括する。

(部局の長の責務)

第4条　部局の長は，当該部局における研究用微生物の安全管理に関する事務を処理する。

(職員等の責務)

第5条　職員等は，管理区域において微生物を取り扱うときは，この規程に定める方法に従うものとし，法令等

及び本学の諸規程に定める事項を遵守しなければならない。

(委員会)

第6条　本学における研究用微生物の安全管理に関する事項は，名古屋大学バイオセーフティ委員会（以下「委

員会」という。）において審議する。

(危害防止主任者)

第7条　総長は，各指定実験室ごとに，第10条第2項の規定により承認を得た職員等のうちから，研究用微生物

の安全管理を行う危害防止主任者（以下「危害防止主任者」という。）を指名する。

2　危害防止主任者は，この規程及び第9条第2項に規定する微生物管理区域安全運営要領に定める業務を行うと

ともに，当該指定実験室の業務の調整及び統括について責任を負うものとする。

(微生物のレベルの分類)

第8条　微生物の危険性のレベル（以下「レベル」という。）を分類する基準は，微生物安全管理マニュアル別

表1のとおりとする。

2　微生物のレベルの分類は，微生物安全管理マニュアル別表1に定める基準に基づいて行うものとし，同表の

付表1及び付表2のとおりとする。

3　総長は，微生物のレベルの分類が第1項の基準によることが適切でないと認めた場合は，前項の規定にかか

わらず実験の方法及び用いる微生物の量により当該微生物のレベルを別に定めることができる。

(実験室の安全設備及び運営に関する基準等)

第9条　微生物を用いる実験室は，用いる微生物のレベルに応じ，微生物安全管理マニュアル別表2に定める基

準に従って必要な設備を備え，運営するものとする。

2　総長は，微生物安全管理マニュアル別表2に定める基準のほか，管理区域の運営に関し必要な事項について

微生物管理区域安全運営要領（以下「運営要領」という。）を別に定めるものとする。

(微生物の取扱い)

第10条　職員等は，微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル2の微生物を新たに用いて実験しようとす

るとき又は新たに保管しようとするときは，微生物利用・保管届（別記様式第1号）により，あらかじめ所属

部局の長を経由して，委員会に届け出なければならない。ただし，既に届け出た菌種の微生物について

は，病原性に大きな違いがない場合は，新たな届出は不要とする。
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2　職員等は，微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物を新たに用いて実験しよ

うとするとき若しくは新たに保管しようとするとき又は別の機関へ供与しようとするときは，微生物利

用・保管申請書（別記様式第2号）又は微生物供与申請書（別記様式第3号）により，あらかじめ所属部局の

長を経由して，委員会に申請し，承認を受けなければならない。

3　前項の申請事項について変更の必要が生じた場合は，新たに微生物利用・保管申請書又は微生物供与申請書

により，所属部局の長を経由して，委員会に申請し，承認を受けなければならない。

4　微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物を破棄したときは，微生物廃棄

届（別記様式第4号）により，所属部局の長を経由して，委員会に届け出なければならない。

(承認)

第11条　委員会は，前条第2項及び第3項の申請があったときは，当該申請の実施について承認を与えるか否か

の決定を行うものとする。

2　委員会は，当該申請の内容の一部を変更して承認することができる。

(通知)

第12条　委員会は，前条の決定を行ったときは，速やかに申請のあった部局の長を経由して，当該申請者にそ

の旨を通知するものとする。

(病原性の微生物の運搬)

第13条　病原性の微生物を運搬する場合は，法令等，厚生労働省令等において定める運搬の基準に従い，当該

微生物の散逸を防止できる専用の容器，包装及び外装により，これを実施しなければならない。

(指定実験室の表示)

第14条　管理区域の出入口には，厚生労働大臣が指定する国際バイオハザード標識を表示しなければならな

い。

2　各指定実験室の出入口には，別に定めるバイオハザード標識に必要な事項を記載し，これを表示しなければ

ならない。

(レベル3及びレベル4の微生物を用いる職員等)

第15条　指定実験室において微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物を用いる職

員等は，次の各号のいずれにも該当する者でなければならない。

一　用いる微生物の病原性，起こり得る汚染の範囲及び安全な取扱方法，指定実験室の構造及び使用方

法，事故及び災害の発生時における措置等について，十分な知識を有し，かつ，技術的修練を経ている者

二　第20条に規定する定期の健康診断を受け，異常の認められなかった者

(微生物の処理)

第16条　微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル1及びレベル2の微生物（これらに汚染された可能性が

あるものを含む。次項において同じ。）は，当該微生物に最も有効な消毒滅菌方法により処理しなければな

らない。

2　微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物は，第10条第2項の承認に係る消毒滅

菌方法により処理しなければならない。

(ばく露及びその対応)

第17条　次の各号に掲げる場合は，これをばく露として取り扱う。

一　外傷，吸入その他の事由により微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物が

人体の内部に入った可能性がある場合

二　職員等が第20条又は第21条による健康診断の結果，微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及

びレベル4の実験に用いた微生物による健康障害と認められた場合並びに同表に定めるレベル2の微生物を

用いた実験にあっても，当該実験に用いた微生物による健康障害であることがばく露直後の報告等により

明確に特定できる場合

三　微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物により管理区域内が広範に汚染さ

れた場合又は当該微生物に感染した動物の逸走により学内が広範に汚染された可能性がある場合

四　管理区域内の安全設備の機能に重大な欠陥が発見された場合

五　第25条第3項に規定する報告があった場合

2　ばく露を発見した者は，直ちに当該部局の長及び危害防止主任者に通報しなければならない。

3　部局の長は，前項の通報を受けたときは，直ちに総長及び委員会に報告するとともに，委員会及び危害防止

主任者と協力し，必要な応急措置を講じなければならない。

4　委員会は，前項の報告を受けたときは，必要に応じて当該部局の長及び危害防止主任者と協力し，必要な応

急措置を講じなければならない。

5　総長は，第3項の報告を受けたときは，必要な処置を講じるとともに，必要に応じて危険区域を指定するこ

とができる。

6　総長は，前項の危険区域の指定を行ったときは，事故及び当該指定の内容を職員等に通知するとともに，当

該危険区域への関係者以外の立入りの禁止，機器等の使用制限等必要な措置を講じなければならない。

7　総長は，前2項の措置を講じたときは，委員会，当該部局の長，危害防止主任者その他適当と認める者とと

もに原因の究明及び再発防止のための対策を講じなければならない。

8　総長は，危険区域の安全性の回復を確認したときは，速やかに当該危険区域を解除し，職員等にその旨を通

知しなければならない。

(災害時の応急措置)
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第18条　総長は，地震，火災等の災害（以下「災害」という。）による重大な被害が発生し，微生物の安全管

理に関しこの規程及び運営要領に定める措置のみでは十分でないと判断したときは，直ちに緊急対策本部を

設置しなければならない。

2　委員会は，前項の緊急対策本部が設置されるまでの間，緊急事態に即応した所要の措置を講じるととも

に，緊急事態及び講じた処置の内容等を速やかに総長に報告しなければならない。

3　災害による重大な被害が発生した場合及び大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第9条第1項に

規定する警戒宣言（以下「警戒宣言」という。）が発せられた場合に各指定実験室において講じなければな

らない処置は，この規程に定めるもののほか，運営要領に定めるところによる。

4　各指定実験室において微生物を取り扱う職員等は，災害による重大な被害が発生したとき，又は警戒宣言が

発せられたときは，直ちに運営要領に定める処置を講じなければならない。

(緊急対策本部の構成等)

第19条　前条第1項の緊急対策本部は，本部長，当該部局の長，委員会委員長その他の委員をもって構成する。

2　緊急対策本部の本部長は，総長をもって充てる。

3　緊急対策本部は，次の各号に掲げる事項について指揮又は処理する。

一　微生物の逸出の防止対策に関すること。

二　汚染防止並びに汚染された場所及び物の処置に関すること。

三　被汚染者の処置に関すること。

四　危険区域の指定に関すること。

五　危険区域の安全性調査及び危険区域の解除に関すること。

六　広報活動に関すること。

七　その他緊急事態における微生物の安全管理に関し必要なこと。

4　緊急対策本部は，微生物に関する安全性を確認し，緊急事態が解消したときに，解散する。

第3章　健康管理

(健康診断)

第20条　総長は，取り扱う微生物が人体に病原性があるとされている場合には，委員会の判断に基づき，必要

に応じて，管理区域で業務に従事する職員等に対し，次の各号に掲げる事項の健康診断を実施し，当該職員

等に受診させなければならない。

一　取り扱う特定の微生物に対する検査等

二　取り扱う微生物により発症するおそれのある症状の臨床的診断

(臨時健康診断)

第21条　総長は，必要と認める場合には，臨時の健康診断を実施し，職員等に受診させなければならない。

(健康診断の記録)

第22条　総長は，健康診断の結果，健康管理上必要と認められる事項について，職員等ごとに記録を作成しな

ければならない。

2　前項の記録は，職員等の異動又は退職の後，原則として，10年間保存しなければならない。ただし，取り扱

った微生物の潜伏期間が短いものについては，この限りでない。

(健康診断後の措置)

第23条　総長は，健康診断の結果，職員等に微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル2からレベル4まで

の微生物による感染が疑われる場合には，直ちに安全確保のために必要な措置を講じなければならない。

(血清の保存)

第24条　総長は，特定の微生物を取り扱う職員等の健康管理のため，血清の保存に関し必要な事項を別に定め

るものとする。

(病気等の報告等)

第25条　微生物安全管理マニュアル別表1に定めるレベル3及びレベル4の微生物を取り扱う職員等は，自己に当

該微生物による感染が疑われる場合は，直ちに所属部局の長及び危害防止主任者にその旨を報告しなければ

ならない。

2　部局の長は，前項の報告を受けたときは，直ちに当該職員等の感染の有無について検査しなければならな

い。

3　部局の長は，第1項の報告を受けた場合において，前項の検査の結果，当該職員等が微生物に感染したと認

められるとき，又は医学的に不明瞭であるときは，直ちに総長に報告しなければならない。

第4章　雑則

(雑則)

第26条　この規程に定めるもののほか，研究用微生物の安全管理に関し必要な事項は，委員会の議を経て，別

に定める。

2　医学部附属病院の微生物検査施設における微生物の安全管理に関する実施要領については，別に定める。

3　医学系研究科の病理解剖室等における病原微生物に関する安全管理及び医学附属病院における病院内感染対

策等の取扱いについては，別に定める。

附　則

1　この規程は，平成20年3月24日から施行する。

2　名古屋大学研究用微生物安全管理要項（平成16年度要項第7号）は，廃止する。
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附　則(平成25年5月13日規程第5号)

この規程は，平成25年5月13日から施行する。

別記様式第1号(第10条第1項関係)
微生物利用・保管届

[別紙参照]

別記様式第2号(第10条第2項関係)
微生物利用・保管申請書

[別紙参照]

別記様式第3号(第10条第2項関係)
微生物供与申請書

[別紙参照]

別記様式第4号(第10条第4項関係)
微生物廃棄届

[別紙参照]
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○名古屋大学化学物質等安全管理規程

(平成20年4月28日規程第1号)
改正 平成21年3月30日規程第92号 平成21年10月23日規程第19号

平成23年3月30日規程第90号 平成25年1月22日規程第60号

平成26年9月16日規程第23号

(目的)

第1条　この規程は，名古屋大学（以下「本学」という。）において使用及び保管する化学物質等の安全管理に

関し必要な事項を定め，もって本学における化学物質等による安全衛生上の危害を防止し，その適正な使用

及び管理を行うことを目的とする。

(定義)

第2条　この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

一　化学物質等　次のイからレまでに掲げるものをいう。ただし，名古屋大学環境安全衛生推進本部会議が

別に定める化学物質等を除く。

イ　特定化学物質等　労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号。以下「安衛法施行令」という。）別

表第3に掲げるものをいう。

ロ　有機溶剤　安衛法施行令別表第6の2に掲げるものをいう。

ハ　毒物　毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号。以下「毒劇法」という。）別表第1及び毒物及び

劇物指定令（昭和40年政令第2号。以下「指定令」という。）第1条に掲げるものをいう。ただし，医薬

品及び医薬部外品を除く。

ニ　劇物　毒劇法別表第2及び指定令第2条に掲げるものをいう。ただし，医薬品及び医薬部外品を除く。

ホ　特定毒物　毒劇法別表第3及び指定令第3条に掲げるものをいう。ただし，医薬品及び医薬部外品を除

く。

ヘ　危険物　消防法（昭和23年法律第186号）別表第1の品名の欄に掲げるものをいう。

ト　第一種指定化学物質　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律施

行令（平成12年政令第138号。以下「PRTR法施行令」という。）別表第1に掲げるものをいう。

チ　第二種指定化学物質　PRTR法施行令別表第2に掲げるものをいう。

リ　揮発性有機化合物（VOC）　大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）第2条第4項に規定するものをい

う。

ヌ　特定悪臭物質　悪臭防止法（昭和46年法律第91号）第2条第1項に規定するものをいう。

ル　麻薬　麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14号。以下「麻向法」という。）別表第1に掲げるも

のをいう。

ヲ　向精神薬　麻向法別表第3に掲げるものをいう。

ワ　覚せい剤　覚せい剤取締法（昭和26年法律第252号）第2条第1項に規定するものをいう。

カ　農薬　農薬取締法（昭和23年法律第82号。以下「農取法」という。）第1条の2第1項に規定するものを

いう。

ヨ　除草剤　農取法第10条の3第1項に規定するものをいう。

タ　イからヨまでに掲げるもののほか化学的な有害性・危険性を有するもの

レ　イからタまでに掲げるものの使用により生じた廃棄物

二　環境安全管理　環境汚染の発生を防止し，本学の教職員，学生等（以下「教職員等」という。）の教育

研究環境の安全を確保することを目的として，有害物質を適正に管理するため必要な措置を講ずることを

いう。

三　法令等　次のイからホまでに掲げる法令，第1号イからヨまでに規定する法令，この規程，この規程に基

づく定め等をいう。

イ　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成11年法律第86号）

ロ　労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

ハ　化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和48年法律第117号）

ニ　下水道法（昭和33年法律第79号）

ホ　高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）

四　学生等　本学において教育又は研究指導を受けるすべての者をいう。

五　講座等　個別の研究グループIDの使用により管理される，本学における講座及び化学物質等を使用した

教育研究その他の業務を遂行するグループ等をいう。

六　化学物質取扱い　教育研究その他の業務で化学物質等を利用する際の化学物質等の購入，保管，使

用，廃棄等に関する一連の作業をいう。

七　化学物質管理区域　次号に規定する化学物質管理責任者が指定した，本学キャンパス内にある化学物質

取扱いを行う実験室，保管庫，実験系廃棄物収集場所等をいう。

八　化学物質管理責任者　化学物質等の適正な管理を行うため，各部局の講座等ごとに使用する化学物質等

の管理及び事務を統括する者で，各部局の講座等に所属する教員のうちから部局の長が選任する者をい

う。

九　化学物質副管理責任者　化学物質管理責任者の業務を補佐する者として，次号に規定する化学物質取扱

者の中で廃棄物処理取扱者講習会修了者の教職員から化学物質管理責任者が選任する者をいう。ただ
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し，化学物質管理責任者が兼ねることもできる。

十　化学物質取扱者　化学物質管理区域において教育研究その他の業務で，化学物質取扱いに従事する者と

して，化学物質管理責任者が指定した者をいう。

十一　リスクアセスメント　化学物質等の有害性又は危険性の種類，程度及び事故災害の例に基づいて，当

該化学物質等の取扱いによるばく露，漏えい，爆発，火災等の事故等がもたらす健康障害，器物の被

害，環境汚染等の重大性及び可能性を評価し，化学物質等による災害を未然に防ぐために用いられる一連

の手法をいう。

十二　作業環境管理　作業環境における化学物質等によって生ずる健康障害について防止対策を講ずるこ

と，及び当該防止対策の有効性について定期的に，又は必要に応じて見直しを行い，必要がある場合は当

該防止対策の改善を行うことをいう。

十三　化学的有害廃棄物　教育研究活動に伴い廃棄又は排出される環境汚染のおそれがある物質をいう。

十四　衛生管理者巡視　名古屋大学安全衛生管理規程（平成16年度規程第80号。以下「安全衛生規程」とい

う。）第19条第1項に定められた衛生管理者等による作業場巡視をいう。

十五　産業医巡視　安全衛生規程第19条第2項に定められた産業医による作業場巡視をいう。

十六　作業環境測定　安全衛生規程第28条に定められた作業環境測定をいう。

十七　特殊健康診断　安全衛生規程第29条第1項第2号に定められた特殊健康診断をいう。

十八　作業主任者　安全衛生規程第11条に定められた作業主任者をいう。

(総長の責務)

第3条　総長は，本学における化学物質等の安全管理に関する事務を総括する。

(担当の理事等，部局の長等の責務)

第4条　環境安全を担当する理事又は副総長（以下「担当の理事等」という。）は，本学における化学物質等を

管理する実質的な責任者として，本学における化学物質等の安全管理の改善及び促進を行い，化学物質等の

取扱いに関する業務及び化学物質等による健康障害，器物の被害，環境汚染等の防止対策等に関する業

務（以下この条において「化学物質等管理業務」という。）について統括する。

2　担当の理事等は，本学の衛生管理者巡視，産業医巡視，作業環境測定及び特殊健康診断結果を一元的に管理

し，環境安全衛生推進本部環境安全衛生管理室長（以下「環境安全衛生管理室長」という。）と協力して問

題点を是正する。

3　環境安全衛生管理室長は，担当の理事等の指揮のもとに，本学における化学物質等管理業務に関する指導及

び助言を行うとともに，担当の理事等が化学物質等管理業務を遂行できないときは，その代理として業務を

行う。

4　環境安全衛生管理室長は，名古屋大学化学物質管理システム（以下「MaCS-NU」という。）の管理責任者と

して，当該システムに関する業務を統括する。

5　部局の長は，部局における化学物質等の安全管理の責任者として，当該部局における化学物質等管理業務に

ついて指揮監督を行うとともに，化学物質等を使用する実験室，研究室等における安全管理体制の整備及び

教職員等の教育指導に努めなければならない。

6　部局の長は，化学物質等が関わる事故や災害が発生した場合，担当の理事等の指揮のもとで負傷者救助，被

害拡大防止，事故原因究明及び再発防止に関わる業務を監督する。

7　部局の長は，講座等ごとに指導的役割を担う教員から化学物質管理責任者を選任し，環境安全衛生管理室長

を通じて担当の理事等に届け出る。

8　部局の長は，化学物質管理責任者が異動等（6月以上の海外渡航，休職，退職及び他部局への異動をい

う。以下同じ。）によりその職務を遂行することができなくなる場合は，遅滞なく当該講座等において後任

となる化学物質管理責任者を選任し，職務の引継ぎを監督しなければならない。

(化学物質管理責任者の責務)

第5条　化学物質管理責任者は，化学物質取扱者及び化学物質管理区域に立ち入るその他の教職員等に対して安

全教育及び指導を行う義務を有する。

2　化学物質管理責任者は，自らが指定した化学物質取扱者以外の者に化学物質取扱いに従事させてはならな

い。また，化学物質管理区域以外の場所で，化学物質取扱いに従事させてはならない。

3　化学物質管理責任者は，管理する化学物質管理区域における業務を代理補佐する者として，化学物質副管理

責任者を選任し，化学物質等の適正な管理に努めなくてはならない。

4　化学物質管理責任者は，毎年度の当初に，指定した化学物質管理区域及び化学物質取扱者並びに選任した化

学物質副管理責任者について，MaCS-NUの管理責任者に申請し，認定を受けなければならない。

5　化学物質管理責任者は，化学物質等が関わる事故や災害が発生した場合，部局の長及び担当の理事等の指揮

のもとで負傷者の救助，被害拡大防止，事故原因究明及び再発防止に関わる業務を遂行する。

6　化学物質管理責任者は，化学的有害廃棄物を適正に管理するため，廃棄物処理取扱者講習会修了者を自らの

管理する講座等に1名以上在籍させなければならない。

7　化学物質管理責任者は，化学物質等の適正な取扱いのため，名古屋大学局所排気装置等定期自主検査者講習

要領（平成26年3月11日環境安全衛生推進本部会議承認）別紙1の講習A修了者を自らの管理する講座等に1名

以上在籍させなければならない。

8　化学物質管理責任者は，異動等によりその職務を遂行することができなくなることが決まった場合は，遅滞

なく所属する部局の長に自らの後任となる化学物質管理責任者（以下「後任者」という。）の選任を要請し

なければならない。
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9　化学物質管理責任者は，自らの後任者が選任されたときは，その管理下にあるすべての化学物質等の管理の

移管について当該後任者と協議を行い，離任する以前に移管を完了しなければならない。

(化学物質副管理責任者の責務)

第6条　化学物質副管理責任者は，化学物質取扱いを適正に行うために必要な措置を講じなくてはならない。

2　化学物質副管理責任者は，化学物質取扱者の指揮監督を行い，化学物質等を適正に使用できるようにしなく

てはならない。

3　化学物質副管理責任者は，化学物質管理区域内で事故や災害が発生した場合，適切な対応を講じるとともに

安全の確保に努めなくてはならない。また，速やかに化学物質管理責任者に連絡のうえ，相互に協力し，被

害の拡大を防がなくてはならない。

(化学物質取扱者の責務)

第7条　化学物質取扱者は，化学物質管理責任者及び化学物質副管理責任者の指導監督のもとに，化学物質管理

区域において化学物質取扱いに従事できる。

2　化学物質取扱者は，法令等を遵守するとともに，第16条に定める化学物質取扱いに必要な安全教育を修了し

なければならない。

3　化学物質取扱者は，第15条に定める特殊健康診断を必要に応じて受診しなければならない。

4　化学物質取扱者は，化学物質取扱いにおいて事故若しくは災害に遭遇したとき又は異常等を発見したと

き，遅滞なく化学物質管理責任者及び化学物質副管理責任者に報告しその指示に従う。

(化学物質等の管理及び使用方法)

第8条　化学物質管理責任者，化学物質副管理責任者及び化学物質取扱者（以下「化学物質取扱者等」とい

う。）は，本学において取り扱う化学物質等を全学で一元的かつ効率的に管理するため，原則として，当該

化学物質等について購入から廃棄に至る記録をMaCS-NUに速やかに登録し，管理するものとする。

2　化学物質等の管理方法は，毒物，劇物及び第一種指定化学物質にあっては，使用量及び保管量を重量で管理

する方法（重量管理）によるものとし，それ以外の化学物質等にあっては，試薬容器を個数で管理する方

法（単位管理）によるものとする。

3　化学物質取扱者等は，化学物質副管理責任者の承認のもと購入した化学物質等の試薬容器ごとに管理ラベル

を貼り，保管場所及び管理番号をMaCS-NUに登録しなければならない。

4　化学物質取扱者等は，毒物，劇物及び第一種指定化学物質の使用量をMaCS-NUに登録しなければならない。

5　化学物質取扱者等は，化学物質等の入っていた空の試薬容器を破棄するときは，MaCS-NUに空びん登録しな

ければならない。

6　化学物質取扱者等は，化学物質等を廃棄するときは，MaCS-NUに廃棄薬品登録しなければならない。

7　本学の化学物質等の使用及び保管を監督する関係機関等から化学物質等の使用及び保管に関する記録の提出

を求められたときは，MaCS-NU上の記録を提出することができる。

8　環境安全衛生管理室長は，MaCS-NUによる化学物質等の管理及び使用状況について適宜点検を実施し，不備

が認められる場合には，部局の長及び化学物質管理責任者に対して改善を求めることができる。

9　環境安全衛生管理室長は，化学物質等の管理に係る改善の不履行，MaCS-NUによる管理の不備が頻発する事

例，重大な違反が疑われる事例等を認めた場合は，遅滞なく担当の理事等に報告しなければならない。

(改善命令等)

第9条　担当の理事等は，化学物質等による環境安全管理上の問題若しくは健康障害が生じ，又は生ずるおそれ

があると認められるときは，各部局の長に対して，化学物質等の使用停止を含む改善措置を命ずることがで

きる。

2　環境安全衛生管理室長は，各部局における化学物質等の使用が適正に行われているかどうかについて確認す

るとともに，関連する作業主任者，化学物質管理責任者及び化学物質副管理責任者と協議し，前項の改善措

置に関し，指導及び助言を行うことができる。

3　部局の長は，第1項による改善措置を命ぜられたときは，関連する作業主任者，化学物質管理責任者及び化

学物質副管理責任者とともに当該改善措置を遅滞なく講じなければならない。

4　部局の長は，前項に規定する改善措置を講じた場合において，環境安全管理上の問題又は健康障害の生ずる

おそれがなくなったときは，講じた改善措置について，担当の理事等及び環境安全衛生管理室長に報告しな

ければならない｡

(リスクアセスメント)

第10条　化学物質管理責任者は，自らが担当する教育研究における化学物質取扱いの安全を担保するためにリ

スクアセスメントを実施し，結果を部局の長及び担当の理事等に報告しなければならない。

2　リスクアセスメントの実施等に関し必要な事項は，別に定める。

3　化学物質管理責任者は，リスクアセスメントの実施に際して，関連する作業主任者，部局の長又は環境安全

衛生管理室長に支援及び助言を求めることができる。

4　部局の長は，必要に応じてリスクアセスメントの結果の評価を行い，評価の結果を担当の理事等に報告しな

ければならない。

5　部局の長は，リスクアセスメントの結果に不備がある場合，化学物質管理責任者に対し，教育研究その他の

業務における化学物質取扱い方法の是正又は追加措置等を要求できる。

6　部局の長は，リスクアセスメントの結果の評価において環境安全衛生管理室長に助言を求めることができ

る。

7　担当の理事等は，リスクアセスメントの結果の評価に不備がある場合は第9条第1項の改善措置を命令でき
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る。

8　化学物質管理責任者は，リスクアセスメントの結果の評価に不備あるいは誤りを含むと認められる場合，部

局の長又は担当の理事等に再評価を求めることができる。

(事故時の対応)

第11条　化学物質管理責任者は，化学物質等の飛散，漏えい等により環境安全管理上の問題若しくは健康障害

が生じ，又は生ずるおそれがあるときは，直ちに所属する部局の長に報告し，必要な措置を講じなければな

らない。

2　化学物質管理責任者は，化学物質等の盗難，紛失等があったときは，直ちに所属する部局の長に報告しなけ

ればならない。

3　前2項の場合において，部局の長は，直ちに担当の理事等及び環境安全衛生管理室長に報告しなければなら

ない。

4　前項の報告を受けた担当の理事等は，化学物質等を所管する官庁へ届け出るとともに，必要な措置を講じな

ければならない。

(点検)

第12条　担当の理事等は，化学物質等の使用及び管理状況について定期的に点検（以下「定期点検」とい

う。）を実施しなければならない。

2　担当の理事等は，前項の定期点検の結果について不備等が認められた場合，第8条第9項の報告があった場

合，第10条のリスクアセスメントの実施に関し不備があった場合，化学物質等の使用及び管理に不備等が認

められた場合，衛生管理者巡視又は産業医巡視で重大な問題が指摘された場合，作業環境測定により著しい

曝露の危険が指摘された場合，又は特殊健康診断において健康被害が明らかになった場合は，環境安全衛生

管理室長に対して改善に必要な調査（以下「特別調査」という。）を実施させることができる。

3　担当の理事等は，特別調査の結果に基づき第9条第1項の改善措置を命令できる。

4　部局の長は，化学物質等を取り扱う施設及び設備の損傷，腐食等による化学物質等の漏えい又は事故が発生

したときは，環境安全衛生管理室長と協力して直ちに点検（以下「特別点検」という。）を実施し，当該施

設等の補修その他の必要な措置を講じなければならない。

5　前項の場合において，部局の長は，特別点検の結果及び講じた措置を担当の理事等に報告しなければならな

い。

(廃棄)

第13条　化学的有害廃棄物の処理は，原則として，環境安全衛生推進本部環境安全衛生管理室（以下「環境安

全衛生管理室」という。）を通じて行わなければならない。ただし，特別の事情がある場合には，環境安全

衛生管理室の指導及び助言を得て，他の適正な方法により処理することができる。

2　環境安全衛生管理室長は，化学的有害廃棄物の処理について，必要に応じて部局の長に指導及び助言を行う

ことができる。

(作業環境管理)

第14条　作業環境管理については，安全衛生規程の定めるところによる。

2　部局の長は，化学物質管理責任者と協力して，化学物質管理区域について作業環境測定を行わなければなら

ない。

3　作業環境測定の実施等に関し必要な事項は，別に定める。

(健康管理)

第15条　化学物質等取扱者等の健康管理については，安全衛生規程の定めるところによる。

2　化学物質管理責任者は，化学物質取扱者等に特殊健康診断を受診させる義務を負う。

3　特殊健康診断を受診しない者は，化学物質取扱者としての指定を取消す。

(安全教育)

第16条　化学物質管理責任者は，化学物質取扱者等の化学物質の安全管理に関する知識及び技能の向上に努め

なければならない。

2　化学物質管理責任者は，環境安全衛生管理室長及び部局の長等が実施する安全教育を補完し，化学物質取扱

い時に必要な安全に関する知識及び技能を習得するための安全教育プログラムを策定し，これを化学物質取

扱者等に履修させなければならない。

3　担当の理事等，部局の長及び作業主任者は，前項の安全教育プログラムの内容及び実施状況について調査

し，問題があれば化学物質管理責任者に是正を求める。

(近隣住民等への対応)

第17条　担当の理事等及び部局の長は，化学物質等の管理について，近隣住民等の理解を得るため，必要な措

置を講じなければならない。

2　環境安全衛生管理室長は，近隣住民等の理解を得るため，必要な情報の提供を行うとともに，化学物質等の

管理に関する意見，苦情等に誠実に対応しなければならない。

(雑則)

第18条　この規程に定めるもののほか，化学物質等の安全管理に関し必要な事項は，別に定める。

附　則

この規程は，平成20年4月28日から施行する。
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附　則(平成21年3月30日規程第92号)

この規程は，平成21年4月1日から施行する。

附　則(平成21年10月23日規程第19号)

この規程は，平成21年10月23日から施行する。

附　則(平成23年3月30日規程第90号)

この規程は，平成23年4月1日から施行する。

附　則(平成25年1月22日規程第60号)

この規程は，平成25年1月22日から施行する。

附　則(平成26年9月16日規程第23号)

この規程は，平成26年9月16日から施行する。
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